
令和８年度


証言映像収録・編集・発信事業（多言語編集）業務委託
一般競争入札申請書類等様式


１．入札参加資格確認関係書類
(1)　申請書等提出確認表・・・・・・・・・・・・・・・【提出書類・表紙】

(2)　一般競争入札参加資格確認申請書 ・・・・・・・・・【様式第１号】

(3)　会社概要書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式第２号】

(4)　事業実績書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式第３号】

(5)　共同企業体協定書（例）・・・・・・・・・・・・・【様式第４号】

(6)　業務体制表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式第５号】

　　(7)　質問書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式第６号】

２．入札関係書類
(6)　入札書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式第７号】　　

(7)　委任状 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【様式第８号】

３．入札保証金について
(8)　同種同規模契約の履行実績証明書・・・・・・・・・・【様式第９号】

(9)　入札保証金納付書発行依頼書 ・・・・・・・・・・・【様式第10号】

(10) 入札保証金還付請求書・・・ ・・・・・・・・・・・【様式第11号】

· 各様式を記入するにあたっては、必要に応じ、複数枚にまたがって記入しても結構です。（関連資料の添付可）
· 各様式はすべてＡ４サイズとします。


提出年月日　　　　令和　　　年　　月　　日

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　

受 付 番 号　　　　　　　 （記入不要）


入札に付する事項

業務委託の名称：
令和８年度　証言映像収録・編集・発信事業（多言語編集）業務委託
          
申請書等提出確認票

	NO
	提　出　書　類
	説　明
	確認

	表紙
	申請書等提出確認票

	提出申請書等一覧（本用紙）
	

	１
	一般競争入札参加資格確認申請書【様式第１号】

	
	

	２
	会社概要書【様式第２号】
	共同企業体の場合は構成員
毎に作成
	

	
	
	・定款（添付資料）
	

	
	
	・納税証明書（添付資料）
	

	
	
	・収支決算書（添付資料）
	

	３
	事業実績報告書【様式第３号】
※契約書の写し（契約先、契約年月日、契約金額記載頁）を添付する
	共同企業体の場合は構成員
毎に作成
	

	４
	共同企業体協定書【様式第４号】

	共同企業体の場合に限る
	

	５
	業務体制表【様式第５号】

	事業を受託するにあたっての業務体制を記入
	

	６

	申請書の所在地及び名称を記載した返信用封筒（460円切手を添付した長形３号封筒）
	一般競争入札参加資格確認通知書送付用（簡易書留）
	



※１　沖縄県は、申請書等を公表又は無断で他の用途へは使用しないものとする。
※２　申請書等の作成に係る費用は、申請者の負担とする。




【様式第１号】
	受付
番号
	



令和８年度　証言映像収録・編集・発信事業（多言語編集）業務委託
一般競争入札参加資格確認申請書


一般競争入札に参加を希望しますので、下記のとおり関係書類を提出します。
なお、当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者でないこと、入札参加資格を満たしていること並びに申請書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。


令和８年　　月　　　日


沖縄県平和祈念資料館長　　　殿


提出者　　会社名

住所

商号又は名称	


代表社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


連絡担当者
所属・職・氏名

電話番号

ＦＡＸ






【様式第２号】

会社概要書

	会社名
（代表者氏名）
	



	所在地
	

	関係会社
	

	
	
	
	

	設立年月
	
	
	

	資本金
	
	
	

	社員数
	
	
	

	
会社の主要業務




























【様式第３号】

事業実績書

· 国（独立行政法人、公社及び公団を含む）又は地方公共団体と映像の多言語編集業務の
契約実績を記載してください。（過去２年間）

（単位：千円）
	年度
	委託元
	委託金額
	事業内容

	
	
	
	






	
	
	
	






	
	
	
	






	
	
	
	






	
	
	
	











【様式第４号】
共同企業体協定書（例）

（目 的）
第１条 本協定は、共同企業体を設立して、○○○○○の委託に係る○○○○○○業務（以下「本業務」という。）を効率的に営み、優れた成果を達成することを目的とする。

（名 称）
第２条 本協定に基づき設立する共同企業体は、「○○○○」（以下、「本共同企業体」という。）と称する。

（事務所の所在地）
第３条　本共同企業体は、事務所を（住所・企業名）内に置く。

（成立の時期及び解散の時期）
第４条　本共同企業体は、令和〇年〇月〇日に設立し、その存続期間は、令和〇年〇月〇日までとする。
２　委託業務を請け負うことができなかったときは、本共同企業体は、前項の規定にかかわらず、当該委託業務にかかる請負契約が締結された日に解散するものとする。
３　第１項の存続期間は、構成員全員の同意を得て、これを延長することができる。

（構成法人の住所及び名称）
第５条 本共同企業体の構成法人は、次のとおりとする。
（１）○○市○○○
○○○○
（２）○○市○○○
○○○○
（３）○○市○○○

（代表法人）
第６条 本共同企業体の代表法人は、○○○○とする。

（代表法人の権限）
第７条 本共同企業体の代表法人は、本業務の履行に関し、本共同企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにしたうえで、委託者と折衝する権限並びに請負代金の見積、本共同企業体名義をもって委託料の請求、受領及び本共同企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。

（分担業務の委託料）
第８条　各構成法人の業務の分担及び分担業務の委託料については、次条に定める運営会議で別に定めるこのとする。

（運営会議）
第９条　本共同企業体は、構成法人全員をもって運営委員会を設け、本共同企業体の運営に関する重要な事項について、協議の上決定し、本業務の完成に当たるものとする。

（構成法人の連帯責任）
第10条 本共同企業体は、本業務の請負契約の履行及び本業務の実施に伴い本共同企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

（各構成法人の業務）
第11条 各構成法人の業務は、次のとおりとする。ただし、各構成法人が担当する業務の一部につき委託者と契約内容の変更があったときは、それに応じて担当する業務の変更があるものとする。
２ 前項に規定する各構成法人の業務に係る費用については、運営委員会において受託額の範囲内で決定する。委託者との間で契約内容が変更されたときも同様とする。
　　構成法人名：実施する業務
　　構成法人名：実施する業務
　　構成法人名：実施する業務

（業務処理責任者）
第12条　本共同企業体は、その構成法人の中から、本業務の実施に関する業務処理責任者を選出し、本業務に係る指揮監督権を一任する。

（業務担当責任者）
第13条　本共同企業体の各構成法人の代表者は、業務処理責任者とともに本業務の実施業務に従事する業務担当責任者を指名する。

（取引金融機関）
第14条 本共同企業体の取引金融機関は、○○銀行○○支店とし、本共同企業体の代表法人の名義により設けられた別口預金口座によって取引するものとする。

（構成法人の個別責任）
第15条 本共同企業体の構成法人がその担当する本業務の執行に関し、当該構成法人の責めに帰すべき事由により委託者又は第三者に損害を与えた場合は、当該構成法人がこれを負担するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）
第16条 この協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することができない。

（業務途中における構成法人の脱退）
第17条 構成法人は、本共同企業体が業務を完成する日までは脱退することができない。

（業務途中における構成法人の破産又は解散に対する措置）
第18条 構成法人のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、残存構成法人が共同連帯して当該構成法人の担当する業務を実施するものとする。ただし、残存構成法人のみでは適正な履行の確保が困難なときは、残存構成法人全員及び委託者の承認を得て、新たな構成法人を本共同企業体に加入させ、当該構成法人を加えた構成法人が共同連帯して本業務を完了する。

（解散後の契約不適合責任）
第19条　本共同企業体が解散した後においても、当該委託業務につき契約不適合があったときは、各構成法人は共同連帯してその責を負うものとする。

（協定書に定めのない事項）
第19条 この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

（管轄裁判所）
第20条 本協定の紛争については、○○地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。

代表法人○○○○ほか〇○社は、上記のとおり本共同企業体協定を締結したので、その証とし
て本正本○通及び副本１通を作成し、各構成法人が記名押印の上、正本については構成法人が各１通を保有し、副本については業務体制表に添えて委託者に提出する。

令和　８年 　月 　日
代表法人 （所在地）
（名 称）
（代表者）
構成法人 （所在地）
（名 称）
（代表者）
構成法人 （所在地）
（名 称）























【様式第５号】

業務体制表


本事業を受託するにあたっての業務体制を記入。（資料館との窓口、翻訳者、ネイティブチェック、コーディネーター等の対応状況について）
	業　務
	業務体制
	対応可能な人数
	内容等

	



	
	
	

	



	


	


	



	



	


	


	



	



	


	


	



	



	


	


	



	



	


	


	



	



	


	


	








【様式第６号】

令和８年　　月　　日

　沖縄県平和祈念資料館長　殿
質問書


住所
商号
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail

  このたび実施の令和８年度　証言映像収録・編集・発信事業（多言語編集）業務委託について、以下のとおり質問します。
	№
	仕様書の項目
	質問内容

	
	
	


　※ 質問１件ごとに番号を付けて下さい。
　※ 仕様書等のどの項目に対する質問か明確にご記入下さい。
　※ 質問内容は、できるだけ分かりやすく記入して下さい。
　※ 回答については、沖縄県平和祈念資料館のＨＰに記載します。
【様式第７号】
入札書（工事を除く）

	入札金額
	    億
	   千
	    百
	   拾
	   万
	   千
	   百
	   拾
	   円

	入札の目的
	令和８年度　証言映像収録・編集・発信事業（多言語編集）業務委託

	委託期間
	契約締結の日から令和９年１月１５日まで

	引渡の方法
	直接（現場渡し）

	入札保証金額
	　

	内　　　　　　　　訳

	品　名
	規格
	数量
	単価
	金額
	備　　考

	令和８年度証言映像収録・編集・発信事業（多言語編集）業務委託
	仕様書の
とおり
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　上記金額にその100分の10に相当する金額を加算した金額（当該額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって納入したいので御呈示の仕様書、契約条項（請書条項）及び財務規則（昭和47年沖縄県規則第12号）並びに御指示の事項を承知して入札いたします。

　　令和　　　年　　　月　　　日

                         入札者　住　所
                      　(代理人) 氏　名　　　　　　　　　　　印
　
沖縄県平和祈念資料館長　殿




【様式第８号】

委　任　状
                                              

私儀　　　　　　　　　　　　　　　　　は

を代理人と定め下記の権限を委任致します。　　


記

１．令和８年度　証言映像収録・編集・発信事業（多言語編集）業務委託の入札に関する一切の件


２．代理人使用印
	




　　　　令和　　年　　月　　日

住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　
　　
氏　　　　名　　　　　　　　　　　印　　


　　　沖縄県平和祈念資料館長　殿



【様式第９号】
履行実績証明書


令和　年　月　日

沖縄県平和祈念資料館長　殿

住　　所　
名　　称　
役職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印


契約履行実績については下記のとおりです。

記

	
	契約相手名
	契約年月日
	契約額
	契約名（契約内容）
及び概要

	1
	



	
	
	

	2
	



	
	
	

	3
	



	
	
	

	4


	



	
	
	



· 過去２年間に国（独立行政法人、公社及び公団等を含む。）又は地方公共団体に対する同種及び同規模の契約の完了実績を２件以上有すること。
· ＜添付資料＞
記載した履行実績の契約書の写し（契約日・契約先・契約額等が記載された箇所のみ可）




【様式第10号】                                                                   　


入札保証金納付書発行依頼書
（現金で納付する場合に使用）


令和　　年　　月　　日


沖縄県平和祈念資料館長　殿　


　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　及び代表者名　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号


　下記の一般競争入札に参加したいので、入札保証金納付の為の納付書の発行をお願いします。



記


１　件　　名　令和８年度　証言映像収録・編集・発信事業（多言語編集）業務委託



　 ２ 入札保証金額　　　　　　　　　　　　
　　　　　　（注）金額の記入は、算用数字を使用して鮮明に記載し、
　　　　　　　　　その頭部に「￥」を記入して下さい。









【様式第11号】

入札保証金還付請求書


１　件　　名　令和８年度　証言映像収録・編集・発信事業（多言語編集）業務委託


２　請求金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　上記に係る入札保証金の還付を請求します。


令和　　年　　月　　日

　　　　　住所

　　　　　商号又は
　　　　　名称
　
　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



沖縄県平和祈念資料館長　　殿


　　　　　（口座振込先）
　　　　　　金融機関名
　　　　　　預金種類
　　　　　　口座番号
　　　　　　口座名義人

